
 

 

B-12-21

Ｂ－１２ 極端な気象現象を含む高解像度気候変化シナリオを用いた温暖化影響評価研究 

（２）極値現象を含む気候変化シナリオを用いた温暖化影響評価に関する研究 

 
独立行政法人国立環境研究所 

地球環境研究センター 温暖化リスク評価研究室    高橋 潔 
社会環境システム領域 領域長           原沢英夫 
社会環境システム領域 統合評価モデル研究室    肱岡靖明 

東京大学 
生産技術研究所                  沖 大幹 

 

  <研究協力者>  京都大学大学院地球環境学堂    松岡譲・齋藤宏彰 

          東京工業大学大学院社会工学研究科 村井啓朗 

          山梨大学工学研究科        平林由希子 

          筑波大学大学院人間総合科学研究科 本田靖 

独立行政法人国立環境研究所  
地球環境研究センター 温暖化リスク評価研究室  増冨祐司 

                   
                      平成16～18年度合計予算額 ４０，９８２千円 
                    （うち、平成18年度予算額    １６，０００千円） 
 
［要旨］本サブテーマの目的は、高解像度気候モデルMIROC3.2-hiresの結果を利用して極値現象を

含む日単位の気候変化シナリオを作成し、全球を対象とした水資源、農業、健康分野への気候変

化影響のモデル推計を行うとともに、影響被害軽減のための方策を検討することである。初年度

に、日別の気候モデル出力を用いて極値現象を考慮した分野別影響を評価する作業に先駆け、「日

別の気候モデル出力の確率的特性に関する把握」と「月別気候モデル出力と日別気候出力を用い

た場合の影響評価結果の違いの把握」を目的とした予備的検討を行った。さらに2～3年度目には、

予備的検討をふまえ、洪水・渇水リスク変化の全球的予測（水文・水資源）、統計的手法を用い

た降雪量の将来予測（水文・水資源）、極端な気象現象を考慮した農作物潜在生産性変化の推計

（農業）、暑熱日増加に伴う熱ストレスによる死亡数の変化の推計（健康）、について研究を行

った。例えば、洪水・渇水リスク変化の全球的予測では、MIROC3.2-hiresの結果を用いて、20世紀

再現実験（モデル値）の渇水・洪水の再現精度の検証と温暖化時の大河川流域の渇水・洪水の変

化について解析を行った。その結果、MIROC3.2-hiresが20世紀の洪水・渇水のリスクを良く再現で

きること、北米大陸の北部と東ヨーロッパを除く全球で21世紀に洪水リスクが増加すること、ユ

ーラシア大陸の北東部を除いて全世界的に渇水リスクが増加することが示された。また、熱スト

レスによる死亡数の変化の推計では、熱ストレスによる死亡率の将来変化について、全球を対象

として評価する手法を開発し、それを用いた試算を行った。その結果、適応・馴化が行われない

と仮定した場合、熱ストレスによる超過死亡数の変化率を国別に見ると100～1000%程度増加し、

特に至適気温よりも5℃以上高い強ストレス日が大きく増加する地域では、超過死亡率増加が激し

いことが示された。 
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１．はじめに 

温暖化影響を評価する際に、極端な高温日、台風、集中豪雨といった、局所的な極値現象の頻

度や強度の変化を考慮することが重要であるとの認識が強まりつつある。例えば、洪水をもたら

すような強雨の増加は、月平均の降水量の変化では表現できないし、熱中症をもたらすような高

温日の増加は、月平均の気温の変化では表現できない。極値現象を考慮した気候シナリオの利用

は、より精度の高い影響評価を行うための課題の一つとされてきた。 

以上の背景から、本課題では、地球温暖化の影響評価をより具体的、説得的なものとするため、

豪雨や熱波などの極端な気象現象を含む温暖化影響評価を行うことを目的としている。うち、本

サブテーマでは、高解像度気候モデルの結果を利用して極値現象を含む日単位の気候変化シナリ

オを作成し、全球を対象とした水資源、農業、健康分野への気候変化影響のモデル推計を行うと

ともに、影響被害軽減のための方策を検討する。気候モデルの日単位出力を利用した気候シナリ

オ開発は、いまだ事例が限られており手法確立が遅れている。そのため、影響評価での利用に先

駆け、気候モデルの系統誤差などに注意して日単位出力を影響モデルに利用する際の適切な方法

を検討することも本サブテーマの目的である。 

初年度(平成16年度)には、日別の気候モデル出力を用いて極値現象を考慮した分野別影響を評価

する作業に先駆け、日別の気候モデル出力の確率的特性に関する把握と、月別気候モデル出力と

日別気候出力を用いた場合の影響評価結果の違いの把握のために、2つの予備的検討を行なった。

具体的には、水文・水資源影響に関連して気候モデルによる降水量出力の確率分布推定[平成16年

度]を、農業影響に関連して気候モデル出力の日別平均値と月別平均値に基づく農作物潜在生産性

推計結果の比較[平成16年度]を行なった。前者の検討の結果、北大西洋上を除いて、基本的には年

最大日降水量が増大する傾向にあることがわかった。これは、短期的な強い降雨と密接な関係を

持つ洪水の発生頻度・強度の将来増加を示唆するものであり、より詳細な洪水リスク評価の必要

性が強調された。また、後者の検討の結果、月別出力と日別出力を用いた影響評価結果には無視

できない差が生ずるため、評価精度向上のためには、日単位気候値を利用した影響評価が重要で

あることが示された。 

さらに、初年度の予備的検討の結果をふまえて、平成17年度～18年度には、水文・水資源影響

に関しては洪水・渇水リスク変化の全球的予測[平成17～18年度]と統計的手法を用いた降雪量の将

来予測[平成18年度]を、農業影響に関しては極端な気象現象を考慮した農作物潜在生産性変化の推

計[平成17年度]を、健康影響に関しては暑熱日増加に伴う熱ストレスによる死亡数の変化の推計

[平成17～18年度]を行なった。 

本報告書では、これらのうち年度をまたがる継続的な課題を近くにまとめ、２．研究目的、３．

研究方法、４．結果・考察のそれぞれについて、以下の構成で報告する。５．本研究により得ら

れた成果の科学的意義についても、下記(1)～(4)に準じる構成で報告する。 

(1) 水文・水資源への影響に関する研究 

1) 気候モデルによる降水量出力の確率分布推定[平成16年度] 

2) 洪水・渇水リスク変化の全球的予測[平成17～18年度] 

3) 統計的手法を用いた降雪量の将来予測[平成18年度] 

(2) 農業への影響に関する研究 
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1) 気候モデル出力の日別平均値と月別平均値に基づく農作物潜在生産性推計結果の比較[平成

16年度] 

2) 極端な気象現象を考慮した農作物潜在生産性変化の推計[平成17年度] 

(3) 人間健康への影響に関する研究 

1) 暑熱日増加に伴う熱ストレスによる死亡数の変化の推計[平成17～18年度] 

なお、本研究課題で共通して用いる気候モデルおよびその実験は、文部科学省RR2002課題「高

分解能大気海洋モデルを用いた地球温暖化予測に関する研究」（代表：東京大学気候システム研

究センター住明正教授）において開発ならびに実施されたものであり、大気海洋結合モデルは現

時点で世界最高の解像度を持つ。 

 

２．研究目的 

（１）水文・水資源への影響に関する研究 

１）気候モデルによる降水量出力の確率分布推定 

 将来にわたり温室効果ガスの排出抑制が行われない場合、気温の上昇のみならず、降雨の頻度

や強度の変化が生じ、その結果水文特性が変化することにより洪水・渇水等の異常気象災害のリ

スクが変化すると予想されている。将来の気候変化としては、年平均気温と年降水量の平均的変

化に注目が集まりやすいが、異常気象災害への対策検討の側面からは、ある閾値を越える降水量

が何年に一度起きるか、といった問いへの回答がより重要となる。つまり、現象の確率的性質を

考慮してその特性を理論的に説明し、その知見を応用してリスク軽減のための効率的な対策を検

討することが求められる。本研究では、高解像度気候モデルの長期間（1900年～2100年）にわた

る日単位出力を利用して、年降水量ならびに年最大日降水量の確率分布推計を行った。これによ

り、洪水災害リスクの将来変化傾向について大まかに把握することが可能となる。 

 

２）洪水・渇水リスク変化の全球的予測 

過去数十年間について見ると極端な水文事象の頻度が明らかに増加傾向にある、との報告が、

多くの研究によりなされている。しかしながら、長期観測データが全球にわたって多くの地点で

利用可能であることから、その種の分析の多くは降水について行われている。また、気候モデル

による過去の再現実験結果が極端な水文事象の生起頻度や規模をどの程度良く再現できているか、

気候モデルの温暖化実験によると将来の極端な水文事象はどうなるのか、といった分析について

も、やはり降水の分析に留まっており、人間活動への影響をより端的に示す洪水・渇水を対象と

して同様の分析を行うことの必要性は大きい。よって、本研究では、気候モデルの実験結果を用

いて、渇水・洪水の再現精度の検証と温暖化時の渇水・洪水リスクの変化について解析を行った。 

 

３）統計的手法を用いた降雪量の将来予測  

大雪予測の不確実性や雪害の性質を考えると、将来にわたり大雪の発生頻度がどのように変化

するかを検討することは重要である。地球温暖化には気温を上昇させ降雪量を減少させる効果と

は対照的に、大気中の水蒸気量を増やし降水量を増加させる効果も考えられる。すなわち、気温

が十分に低い地域では降雪量を増加させる影響も考慮に入れなければならない。また、地球温暖

化により全球平均では気温が上昇すると考えられるが、気候の変化により地域的には気温が低下
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する地域も存在する可能性がある。さらに、時間的にも平均では気温が上昇するが、気温の変動

幅が大きくなり降雪量が一時的に増加するという可能性を見逃すことはできない。大雪が極値現

象であることから、地球温暖化時の降雪量変化を見積もるには、このような時間的・空間的な変

動を考慮に入れなければならない。 

本研究では、地球温暖化実験の結果を解析して、日本における降雪現象は将来どのように変遷

するかを推定した。豪雪といった極値現象をターゲットとしているため、降雪の平均値の変化の

ようなトレンドを見るだけでなく、経年変動や季節内変動などもっと細かな時間スケールでの降

雪量推定を行うことを、本研究の具体目標とした。約100kmの空間解像度を持つ気候モデル出力を

用いて、地点的な極値現象の影響を精度良く評価するための具体的手順の検討も本研究の目的に

含まれる。なお、観測気候値のデータの制約から本研究では評価対象地域を国内に絞っているが、

本研究で開発される手法はより広域に適用しうるものである。 

 

（２）農業への影響に関する研究 

１）気候モデル出力の日別平均値と月別平均値に基づく農作物潜在生産性推計結果の比較 

影響評価モデルを用いて将来の影響評価推計を行う場合、将来の気候変化に関しては気候モデ

ルのシミュレーション出力を利用するのが一般的である。従来、気候モデル研究から影響評価研

究に提供される気候モデル出力はせいぜい月平均値までであり、日平均値が提供されることはな

かった。この点は、より精度の高い影響評価を行うための課題の一つとされてきた。本研究では、

高解像度大気モデルによるタイムスライス実験（現在気候実験およびCO2倍増実験）出力の日平均

値を用いることで、日々の天候の変動を勘案したより現実的な影響評価を行い、月平均値を用い

た場合の影響評価結果との比較により、気候モデルの日単位気候情報を影響評価に使用すること

の有用性について論ずることを目的とする。 

 

２）極端な気象現象を考慮した農作物潜在生産性変化の推計 

温暖化によって局地的な豪雨・暴風雨、熱波などの現象の強度・発生頻度が変化し、その影響

は農作物生産にも顕著に現われると予想される。本研究では、その影響を定量的に評価するため

に、極端な気象現象を考慮して温暖化の農作物生産への影響を評価するためのモデルを構築し、

大気海洋結合モデルMIROC3.2-hiresによる日別気候予測情報を用いたシミュレーションを実施し

た。評価対象時期は2051～2060年、評価対象作物はイネとし、気温・降水等の気候因子の平均的

な将来変化に加え、極端な気象現象として台風および熱波の生起・規模の将来変化を考慮した。 

 

（３）人間健康への影響に関する研究 

１）暑熱日増加に伴う熱ストレスによる死亡数の変化の推計 

温暖化による異常気象災害の頻度・規模の増加に対する懸念が急激に高まりつつある。2003年

夏、欧州においては記録的な猛暑となり、多くの死者が生じたことは記憶に新しい。今後次第に

気候変化が進行していった場合に、熱ストレスによる死亡リスクが増大することが強く懸念され

ている。熱ストレスによる死亡者数については、過去の死亡統計が良く整備されている都市を対

象地域として、スポット的に気候変化による死亡数変化を見積もった先行研究が若干数あるもの

の、大陸～全球規模の地域を対象地域として、空間を格子状に区切った各グリッドセル別に推計
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が行われた例は検索した限りでは無かった。 

以上の問題背景ならびに既存研究の状況をふまえ、本研究では高解像度大気海洋結合モデル

MIROC3.2-hiresの日平均高解像気候予測情報を利用して将来気候シナリオを作成し、温室効果ガス

排出削減の努力が行われないままに温暖化が進展してしまった場合に、熱ストレスによる死亡者

数がどのように変化するかを、既存研究に比べて広域を対象地域としつつ空間詳細に見積もり、

リスクの高い地域を指し示すことを目的とする。 

 

３．研究方法 
（１）水文・水資源への影響に関する研究 

１）気候モデルによる降水量出力の確率分布推定 

本研究では、気候モデルによる日別降水量出力値を用いて、20世紀100年間（1901～2000年；以

下20Cと呼ぶ）と将来100年間（2001～2100年；以下21Cと呼ぶ）のそれぞれの期間について、東京

（東経135.5°・北緯35.5°）が位置するグリッド点を対象地域として、年降水量ならびに年最大日降

水量の確率分布を推定した。 

気候モデルの日別降水量出力値としては、高解像度大気海洋結合モデルMIROC3.2-hires（水平解

像度：大気～1.1°，海洋～0.2°）に、20世紀100年の自然起源および人為起源の外部条件を与えて計

算された20世紀再現実験の結果と、20世紀再現実験を延長する形で将来の温室効果ガス排出シナ

リオとしてIPCC SRES A1Bシナリオに基づく外部条件を与えて計算された21世紀予測実験の結果

を、それぞれ20C・21Cの確率分布推定に用いた。 

確率分布の推定に当たっては、(1)正規分布、(2)2母数対数正規分布、(3）3母数対数正規分布、

(4)ワルド分布、(5)1母数ピアソンⅢ型分布、(6)2母数ピアソンⅢ型分布、(7)3母数ピアソンⅢ型分

布、(8)対数ピアソンⅢ型分布、(9)指数分布、(10)平方根指数型分布、(11)平方根指数型最大値分布、

(12)ワイブル分布、(13)グンベル分布、(14)一般化極値分布の14の確率分布のそれぞれについて、

積率法、PWM法、最尤法の3つの母数推定法を適用して分布推定した（一部の組み合わせは除外し

た）。20C・21Cそれぞれについて100年間のモデル出力があるため、20C・21Cの年降水量・年最

大日降水量について、各々100標本を用いた分布推定となる。推定分布の適合度については、99標

本を用いて母数推定された分布での残り1標本の対数尤度を求めることを、母数推定から除外する

1標本を変えて100回行うクロスバリデーションを用いて評価した。その後、最も適合度の良い分

布式・母数推定法の組み合わせについて、100標本を用いた母数推定を行って確率分布を求め、

20C・21Cの分布の変化について検討した。 

 

２）洪水・渇水リスク変化の全球的予測 

 解析には、高解像度大気海洋結合モデルMIROC3.2-hiresの20世紀再現実験（1941年～2000年）と

SRES-A1B温暖化実験（2001年～2100年）の出力（「MIROC実験流量データ」と呼ぶ）、GRDC（Global 

Runoff Data Center）の日流量観測点データ（「観測流量データ」と呼ぶ）、MATSIRO-LSM（Land 

Surface Model）を用いたオフライン実験出力（「CRU実験流量データ」と呼ぶ）の、3種のデータ

を用いた。ここでMATSIRO-LSMを用いたオフライン実験とは、CRU(Climate Research Unit)の

0.5°×0.5°メッシュ観測気候値（New et al., 2002）1)を基に作成した過去の観測気候値を入力として、

MATSIRO-LSMを用いて行った水文シミュレーションのことである。本研究では、まずCRU実験流



 

 

B-12-26

量データが観測流量データをよく再現することを確認した後に、年最大日流量の分布特性（具体

的にはグンベル分布のパラメータを正規化したもの）について、MIROC実験流量データが観測流

量データならびにCRU実験流量データをどの程度良く再現しているかを検証した。その後、MIROC

実験流量データの現状（1941～2000年）と将来（2001～2030年と2071～2100年）の年最大日流量

を用いて、現状で100年に1度の再起確率で生ずる大きな年最大流量（洪水流量）が、将来にはど

の程度の確率で生ずるようになるのかを調べた。渇水については、1941～2000年の日流量総サン

プルの10パーセンタイル値よりも日流量が小さな日数を年ごとに数えてそれを「渇水日数」と呼

び、観測流量データに基づく渇水日数をCRU実験流量データが良く再現することを確認した上で、

MIROC実験流量データの現状と将来の日流量を用いて、渇水日数の将来変化について調べた。 

 

３）統計的手法を用いた降雪量の将来予測 

地球温暖化時の降雪深の変化を予測するために、次の3つのステップで解析を進めた。まず一番

目に、降雪がどのような気象条件で発生するかを、現在までの地上の気象観測データを用いて解

析した。地上で観測された気象条件から、定量的に降雪量を評価する式を導くことを目的とする。

二番目に、ある地点における降雪量を、周囲の空間の格子点情気象情報から推定する手法を開発

した。統計分析には手法として、クラスター分析と重回帰分析を使った。最後に、MIROC3.2-hires

によるIPCCのSRES AIB実験の結果に対して二番目で開発した手法を適用することで、高田（新潟

県）を対象地点として降雪深の将来の変遷を予測した。 

 

（２）農業への影響に関する研究 

１）気候モデル出力の日別平均値と月別平均値に基づく農作物潜在生産性推計結果の比較 

本研究では、以下の２ケースについて、イネ・コムギの潜在生産性を推計し、その比較により

影響評価での日別気候情報使用の有用性について検討する。2ケースとは、タイムスライス実験結

果（時間解像度6時間）を平均して日単位気候情報を作成して直接影響評価モデルの入力情報とし

た場合（ケース1）と、同実験結果を平均して一旦月単位気候情報を作成した後に、線形内挿補間

により日単位気候情報を作成して影響評価モデルへ入力する場合（ケース2）である。評価対象時

期は、1979～1998年の20年間とし、タイムスライス実験結果からは気温、気温日内較差、降水量、

水蒸気圧、風速の５種類の気候要素を使用する。 

影響評価シミュレーションには、全球レベルで穀物の潜在生産性を推計することができる潜在

生産性モデル（Takahashi et al., 1997）2)に灌漑状況や作物暦などを取り扱えるように改良したモデ

ル（村井ら, 2005）3)を使用し、イネとコムギを評価対象作物とした。 

 

２）極端な気象現象を考慮した農作物潜在生産性変化の推計 

月別気候・土壌条件・灌漑・国別投入労力を入力条件として主要穀物の潜在生産性を推計する

既存の潜在作物生産性モデル（Takahashi et al., 1997）2)を基礎として、さらに日別気候を入力条件

として極端な気象現象（台風と熱波）による被害を考慮できるようにモデルを拡張し、影響評価

に用いた。台風・熱波の被害については、日本の過去の災害種類別被害統計（農林水産省）と対

応する時期の関連する気候指標（台風については台風上陸期間の最大日平均風速と総降水量、熱

波については年最大日平均気温）との回帰により被害率推計式を作成し、全球に適用した。 
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気候シナリオに関しては、CRUの月単位気候観測値(New et al., 2002)1)とMIROC3.2-hiresによる

IPCCのSRES-AIB実験の出力結果による日々の変動を含んだ気候変化を足し合わせ、現在（1981～

1990年）と将来（2051～2060年）について日別に作成した。また、灌漑率および投入労力の将来

シナリオに関しては、灌漑率は1990年代の変化トレンドを延長することで、また投入労力に関し

ては国別の一人あたりGDPの関数として示した機械化率を投入労力の代替的な指標とすることで、

それぞれ作成した。 

 

（３）人間健康への影響に関する研究 

１）暑熱日増加に伴う熱ストレスによる死亡数の変化の推計 

本研究の推計作業の手順は、(1)モデル構築とパラメータ推定、(2)推計の諸前提（気候シナリオ・

人口シナリオ）の作成、(3)熱ストレスによる超過死亡数の推計、の3つの手順からなる(図１)。 

まず、1972～1995年の24年間について、47都道府県の日死亡数データと、対応する各県県庁所

在地の日最高気温データを収集し、その間の統計的関係から、日最高気温を説明変数とする熱ス

トレス超過死亡数推計モデルを作成した。本研究で、熱ストレスによる日超過死亡数（人/日）と

は、至適気温（統計的に見て日死亡数の小ささという基準で最も快適な気温）よりも日最高気温

が高い日については、「日死亡数－至適気温での日死亡数」のことをいう。日最高気温が至適気

温よりも低い日の熱ストレスによる日超過死亡数は0（人／日）である。 

次に、日最高気温と人口密度（人/km2）を入力データとして作成したモデルを全球に適用し、

空間解像度2.5′×2.5′のグリッドセル別の現状10年間（1991～2000年）ならびに将来10年間（2091～

2100年）の熱ストレスによる超過死亡密度（人/km2/年；単位面積あたりの年超過死亡数）を推定

した。現状および将来（2091～2100年）の日最高気温は、CRU気候観測値データセットの月平均

日最高気温に、大気海洋結合モデルMIROC3.2-hiresから得られる同期間の日々変動の情報と、同じ

く気候モデルから得られる気温の将来変化に関する情報を併せ（将来のみ）、空間解像度0.5°×0.5°

で作成した。気温の将来変化に関しては、SRES-A1B排出シナリオを前提とした温暖化実験結果か

ら得られる100年間の日最高気温を用いた。ただし、日最高気温の現在からの上昇量に係数0.75を

乗ずる補正を行った。これは、今回用いた大気海洋結合モデルMIROC3.2-hiresが、不確実性の範囲

内ではあるものの、他のモデルと比較して気温上昇量を大きめに見積もる傾向があるためである。

人口密度および人口年齢構成は将来にわたり変化しないと仮定した。 

 

 
図1 熱ストレスによる超過死亡数の推計の手順 
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４．結果・考察 
（１）水文・水資源への影響に関する研究 

１）気候モデルによる降水量出力の確率分布推定 

クロスバリデーションによる推定分布の適合度評価によると、対象とした気候モデルの年降水

量（東京）については、20C・21Cともに正規分布をPMW法で母数推定したものが最大の対数尤度

を示し、最も適合度が高いことが分かった。一方、年最大日降水量については、20C・21Cともに2

母数ピアソンⅢ型分布を積率法で母数推定した場合に最も適合度が高くなることが分かった。図

２aと図２bは、それぞれ最も適合度の高い方法で推定された年降水量と年最大日降水量の確率分

布である。年降水量については、20Cの平均・標準偏差は1403.4(mm/年)・171.3(mm/年)、21Cの平

均・標準偏差は1399.1(mm/年)・165.0(mm/年)となり、顕著な差が現れないことが分かった。一方、

年最大日降水量については、20Cの平均・標準偏差は44.9(mm/日)・12.1(mm/日)、21Cの平均・標準

偏差は49.5(mm/日)・12.8(mm/日)となり、21世紀の年最大降水量は東京で増加する傾向があること

が分かった。図３は、20C・21Cそれぞれの年最大降水量の確率分布に基づき、X年確率の年最大

日降水量を示したものである。この図から、例えば100年に一度の確率で生起する年最大日降水量

 (a)        (b) 

図２ 推定された(a)年降水量[mm/年] と (b)年最大日降水量[mm/日]の確率分布 

 

図３ 再現期間X年の年最大日降水量[mm/日] 
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は、20Cには77.7(mm/日)であったものが、21Cには84.1(mm/日)となることが分かる。図４は、2母

数ピアソンⅢ型分布を積率法で母数推定する方法で、東京が位置するグリッド点だけではなく、

気候モデルが出力する全グリッド点について確率分布推定し、各々のグリッド点について20Cに30

年に1回の確率で生起していた年最大降水量が21Cには何年に1回の確率で生起するようになるの

か（値X）を計算し、横軸に値Xを取って頻度分布・累積頻度分布を示したものである。値Xが30

を超えるグリッド点、すなわち20Cに30年に1回の確率で生起していた年最大降水量が21Cにはより

長い期間に1回の確率でしか生起しなくなるグリッド点は、非常に少ないことが見てとれる。 

 

２）洪水・渇水リスク変化の全球的予測 

高解像度大気海洋結合モデルでは、洪水の頻度分布を規定する最大日流量の平均値と標準偏差

の比が、系統的に過大評価であるものの、地理的分布が観測流量データ・CRU実験流量データか

再現期間（年）

グ
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ッ
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数
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頻

度
分

布
）
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図４ 20世紀の再現期間が30年である年最大日降水量の、 

21世紀における再現期間（グリッド数の頻度分布） 

 

図5 現状(1941～2000年)の100年洪水流量の、将来（2071～2100年）における再現期間 

（単位：年；洪水流量の定義は本文中に記述） 
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ら求めた値と比較的対応していること、100年に1度の再起確率の洪水流量が観測値と対応してい

ることが確かめられた。一方、渇水に関しては、渇水日数の再現精度が乾燥地・寒冷地において

あまりよくないことが判明した（以上、図略）。 

高解像度大気海洋結合モデルにおいて、温暖化時に洪水が増える場所は北米大陸の北部と東ヨ

ーロッパを除く全球にわたっていること（図5）、渇水はユーラシア大陸の北東部を除いて全世界

的に増加するということ（図6）が判明した。世界の30個の大河川流域において詳細な検討を行っ

た結果、高緯度の河川流域では融雪の季節が早まることによる年ピーク流量の逓減・洪水時期の

流量の平滑化による洪水流量の低下と渇水日数の増加が見出された。その他の河川流域では年流

量と洪水頻度が同じ増減傾向を示した。渇水頻度に関しては、年降水量よりも年降水量から蒸発

図6 将来（2071～2100年）の渇水日数／現状（2071～2100年）の渇水日数 

（渇水日数の定義は本文中に記述） 

表1 世界30大河川流域でのMIROC実験出力のまとめ 

１００年
確率の

洪水流量

渇水日数
の変化率

年降水量 蒸発散量 年第4位の日降水量 年流出量 気温降水日数日流量の
ピーク月
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散量を引いた値（P-E）とその増減傾向が

対応している流域が多かった。高緯度河

川流域では、ピーク時を含む春先の増水

期の全体的な流量低下により、P-Eが増加

していても渇水日数は増えている河川が

存在した。また、ニジェール川やガンジ

ス川など洪水と渇水の両方が増えている

流域では、P-Eと年降水量の両方が増加し

ている一方で豪雨が増加し降水日数が大

幅に減少、つまり降水の降り方が変わっ

たことにより平常時には河川流量は減少

するために渇水が増加しているというこ

とが判明した（以上、表1）。 

 

（４）統計的手法を用いた降雪量の将来予測 

降雪がどういう気象条件で発生するのかを明確にするため、気象庁の「気象統計情報」を用い

て過去47 年間の降水の様子を解析した。その結果、降水は気温と湿度が与えられれば雪・みぞれ・

雨という3 つの状態に高い精度で分類で

きることがわかった（図略）。また、雪

の密度は気温・湿度に依存して変化し、

気温が高くなるほど重い雪となることが

確認できた（図７）。この雪密度の変化

を考慮することで、温暖化実験を解析す

る際に降雪深の過大評価を回避すること

ができると考えた。気温・湿度から判断

した降水に占める雪の割合と、雪の密度

から、降水量が与えられれば降雪深を推

測することができるようになった。この

評価式より推測された降雪深は、実際に

降雪深によくあっていることが確認され

た（図８）。 

さらに、気象庁/電力中央研究所の再解

析データJRA-25から、ある地点における

気象条件を推定する手法を開発した。ク

ラスター分析によって、地点近傍のグリ

ッドを、いくつかのグループに分類し、

そのグループを代表する地点を決めて、

重回帰分析によりある地点の気象条件を

推定する式を導いた。この結果、ある地

図７ 気温湿度指数に対する雪の密度分布 

図８ 旬ごとの降雪深合計（高田） 
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点の気温・湿度・降水量を回帰分析によって求めてから、降雪深評価式を用いて降雪量を判断す

る方法(a)と、格子点データから降雪深を直接評価する方法(b)を導出した。どちらの手法も、再解

析データからの推定では、特定の地点における降雪深を良い精度で導けることがわかった（図略）。 

大気海洋結合モデルMIROC3.2-hiresによる地球温暖化実験の結果を元に、降雪深変化の将来予測

を行った。まず、順位相関と確率密度分布を仮定してMIROC3.2-hiresのデータとJRAのデータのバ

イアスを修正した。バイアスを修正したデータを、導いた回帰式に代入して、地点ごとの気象条

図９ 将来の降雪強度の頻度分布（高田）。左上から下に2000-2020年、2020-2040年、右上から下に

2040-2060年、2060-2080年、および2080-2100年の結果。 
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件を推定した。この結果から、高田における降雪深を前出の方法(a)、方法(b)で推測した。その結

果、両方の方法の結果で、強い降雪の頻度が減少し、弱い降雪の頻度が増加することがわかった。

これにより、降雪深の平均値は減少するが、方法(b)では2040 年までは10 日間合計230cm を越す

豪雪が発生する可能性があることが示された（図９）。 

 

（２）農業への影響に関する研究 

１）気候モデル出力の日別平均値と月別平均値に基づく農作物潜在生産性推計結果の比較 

t年（t =1979,…,1998）において、ケース１より計算される生産性をdailyt[kg/ha]、ケース２より

計算される生産性をmonthlyt[kg/ha]とする。20年間の平均生産性誤差率（ADR；%）を以下のよう

に定義し、イネ・コムギのADRの計算結果を、図10aとbにそれぞれ示す。 

100
)(

(%) ×
−

=
∑

∑

t
t

t
tt

monthly

dailymonthly
ADR  

 図10aより、イネに関して、ケース2の生産性の方がケース1の生産性に比べて大きな地域が多い

ことがわかる。つまり、日別値による推計が月別値よりも真値に近いとするなら、月別値を用い

た生産性推計では広範な地域において生産性が過剰に見積もられている。特に南米・アメリカ合

 

(a) 

 (b) 

-100 0            15         100   (%)-100 0            15         100   (%)
   

図10 (a)イネと(b)コムギの平均生産性誤差率(%) 
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衆国・中国の一部では20年間の平均生産性誤差率が100%に近い格子点（ケース1では生産適地と判

定されるがケース2では不適地域と判定される地域）が存在する。この理由については、月別値を

用いた場合には月降水量が日々平均的に降ると仮定するため、強い雨が降る日があったり全く降

らない日があったりする日別値に比べて成長を阻害する土壌の乾燥が起きにくいということ、つ

まり成長に適した土壌水分条件が維持されやすいということが主たる理由であると考えている。

多くの水分を保持できる性質を持つ土壌の地域では、土壌水分ストックがクッション的に働き、

比較的降雨のばらつきは吸収される。一方、少ない水分しか保持できない性質を持つ土壌の地域

では、より顕著に月別値の生産性推計で過剰見積もりが行われる傾向があると推測できる。また、

灌漑面積率の高い地域においては、もとより水分ストレスは小さいので、月別・日別の差は小さ

いと推測できる。一方、ロシアや東南アジアなどの限られた地域においては、ケース１の生産性

の方が大きくなっている。 

図10bより、コムギに関しては、イネ以上にケース２の生産性がケース１の生産性に比べて大き

い地域が多く見られる。20年間の平均生産性誤差率が100%に近い地域も、イネに比べてさらに多

い。月別値を用いた生産性推計では、広範な地域において生産性が過剰に見積もられていること

になる。ケース１の生産性の方が大きく推計されたのは、アルゼンチン・オーストラリア・フィ

ンランドなど限られた地域のみである。 

 

２）極端な気象現象を考慮した農作物潜在生産性変化の推計 

台風（強風・豪雨）の被害率（現在）を全球推計したところ、南米大陸北部やインド北東部と

0      2      4      6       (%)
  

図11 現状気候下の熱波被害率（イネ） 

0      5      10      15        (%)
  

図12 全温暖化影響に占める極端な気象現象による影響の寄与度 
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いった限られた地域以外では、0.1％程度と非常に小さく見積もられた（図略）。ただし、今回得

られた結果に関しては、台風の再現性能に限界のある100km解像度の日別気候モデル出力を気候シ

ナリオ作成に使用していることに起因して、現実よりも小さく見積もられている可能性がある。 

熱波の被害率（現在）を全球推計したところ、台風と比して多くの地域において被害を及ぼし、

最大で10％程度の被害が見積もられた。平均的には、2.5％程度であった（図11）。さらに、現状

と比較して将来の被害率が大きくなることも明らかとなった。全温暖化影響に占める極端な気象

現象による影響の寄与度を図12に示す。アフリカ中央部、アメリカ合衆国中央部において15％以

上と高く、南米やインド北部においても比較的高く見積もられている。これらの地域では、平均

的気温上昇の影響と比較して極端な気象現象の影響が大きいと言える。一方、ロシアをはじめと

した高緯度地域では、温暖化の平均的な温度上昇の影響が大きく、極端な気象現象の影響は小さ

いと言える。 

 

（３）人間健康への影響に関する研究 

１）暑熱日増加に伴う熱ストレスによる死亡数の変化の推計 

図13は将来の熱ストレスによる超過死亡密度を示している（現状の図は略）。現状においても

将来においても、人口密度の高さを反映して、東アジア、南アジア、欧州、米国東部の超過死亡

10-5 10-4 10-3    10-2 10-1 (death/km2)

将来（2091～2100）

 

図13 将来の熱ストレスによる超過死亡密度 

-100  0      400    800 (%)   
将来の超過死亡率／現在の超過死亡率×100 – 100 (%)

 
図14 熱ストレスによる超過死亡密度の変化率 
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密度が大きい。これらの地域においては、将来の気候変化の大きさに関わらず、熱波早期警戒シ

ステム（熱波が予報された際に、テレビ・ラジオ等を通じた気象情報・熱波対処法の報道、ボラ

ンティアによる高齢者訪問、緊急時に備えた救急体制の増強等の対応が効果的に行われるための

仕組み）の確立といった対策・政策を講じる意義が比較的大きいといえる。 

図14は、熱ストレスによる超過死亡密度の変化率（将来の超過死亡密度／現在の超過死亡密度

×100－100 (%)）を示している。大きな気温上昇が予測されているチベット、メキシコ、南米北部、

地中海周辺、アフリカ大陸南部では、超過死亡数密度が気温上昇により7倍以上にもなると見積も

られた。一方、北半球高緯度においては大きな気温上昇にも関わらず、超過死亡数密度の増加率

は比較的小さい。概して、低緯度地域において超過死亡数密度の増加率が大きい。これは、低緯

度地域では至適気温が一般的に高いが、一年を通じて寒暖の差が少なく温暖であるため、気温上

昇した場合に、日最高気温が至適気温を上回る日数が著しく増加することによる。 

図15は、現状及び将来の熱ストレスによる超過死亡をアジアの国別に集計し、その変化率をグ

ラフ化したものである。多くの国で熱ストレスによる超過死亡数が4～5倍になると見積もられた

が、バングラデシュとモンゴルではその他の国々に比べて比較的増加率は小さい。世界的に見る

と、増加の小さな国でも100%程度の超過死亡数増加、大きな国では1000%近い増加という推計結

果となった（図略）。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

１）水文・水資源への影響に関する研究 

 東京を対象として、対象気候モデルの年最大日降水量の確率分布を求める場合、2母数ピアソン

Ⅲ型分布を積率法で推定することで最も適合性が良い分布を得られることが示された。ただし、

特に21Cはその期間中に降水特性の変化が顕著であり、21世紀の最初と最後では降水量の確率分布

も異なると考えられるため、そのような場合の確率分布を今回のように定義してよいかは今後の

検討が必要である。また、同方法で世界全体のグリッド点について年最大日降水量確率分布を

20C・21Cそれぞれの期間について求めると、ほとんどのグリッド点において、20Cに30年に1回の

確率で生起していた年最大降水量が21Cにはより頻繁に生起するようになることが示された。北大
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図15 熱ストレスによる超過死亡数の変化率（国別） 
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西洋上を除いて、基本的には年最大日降水量が増大する傾向にある。本研究の結果は、気候モデ

ルによる日単位データを統計的に扱うための基礎として重要である。また、本研究で示された知

見は、短期的な強い降雨と密接な関係を持つ洪水の発生頻度・強度が将来増加することを示唆す

るものであり、より詳細な洪水リスクおよびその対策の検討の必要性を改めて裏付けることが出

来た点は貴重な成果である。 

また、高解像度大気海洋結合モデルMIROC3.2-hiresの結果を用いて、20世紀再現実験（モデル値）

の渇水・洪水の再現精度の検証と温暖化時の大河川流域の渇水・洪水の変化について解析を行っ

た。その結果、MIROC3.2-hiresが20世紀の洪水・渇水のリスクを良く再現できること、北米大陸の

北部と東ヨーロッパを除く全球で21世紀に洪水が増加すること、ユーラシア大陸の北東部を除い

て全世界的に渇水が増加することが示された。従来研究では用いられてこなかった日単位気候予

測情報を用いることで、気候の平均的な変化だけでなく、強い雨の頻度変化といった極値現象の

変化を考慮したより現実的な洪水・渇水評価が新たに可能となった点が科学的に新しい。 

さらに、地点スケールの観測気候値ならびに広域を平均化した情報として得られる将来の気候

予測値を利用して、豪雪という地点スケールの極値現象の将来予測を行なうための手法を新規開

発し、それを用いて高田を対象地点とした予測を実際に行なった。新たに開発された手法の中に

は、気温・湿度・降水のデータから降水の状態を判定して降雪深を評価するための評価式、クラ

スター分析・重回帰分析を応用して空間的に広がる格子点データから地点の気象状況を推測する

回帰式が含まれており、学術的意義が大きい。 

 

２）農業への影響に関する研究 

気候モデル研究から提供された日単位気候情報を影響評価モデルへ入力することで、月単位気

候情報を用いる場合には評価できなかった日々の気候変動を勘案した影響評価を行った。その結

果、全般的に、月単位気候情報を用いた場合の生産性は、日単位気候情報を用いた場合の生産性

よりも過大評価される傾向を持つことが分かった。より現実的な影響評価を行うためには、取り

扱うデータ量は大きくなってしまうものの、月単位気候情報ではなく日単位気候情報を用いるべ

きであることを、明示的に示すことが出来たという点で、貴重な成果である。 

また、極端な気象現象として台風と熱波を考慮して気候変化が農作物生産に及ぼす影響を定量

的に評価するために、日単位気候情報を入力条件とする潜在生産性モデルを開発し、シミュレー

ションを行った。温暖化影響に占める極端な気象現象の変化の寄与度を示すことが出来た点は科

学的に新しい。その結果、アフリカ中央部、アメリカ合衆国中央部、南米、インド北部では、全

温暖化影響に占める極端な気象現象の変化による影響の寄与度が比較的大きいことが示された。 

 

３）人間健康への影響に関する研究 

熱ストレスによる死亡率の将来変化について、全球を対象として評価する手法を開発し、それ

を用いた試算を行った。その結果、適応・馴化が行われないと仮定した場合、熱ストレスによる

超過死亡数の変化率を国別に見ると100～1000%程度増加し、特に至適気温よりも5℃以上高い強ス

トレス日が大きく増加する地域では、超過死亡率増加が激しいことが示された。温暖化による熱

ストレスによる死亡数増加を、全球を対象地域としてメッシュ別に見積もり、危険な地域を空間

詳細に指し示すことは新しい取り組みであり、科学的意義は大きい。 



 

 

B-12-38

 

（２）地球環境政策への貢献 

本サブテーマにより得られた知見は、温暖化が日本、アジア、世界全体に及ぼす影響を極値的

な気候現象も考慮しつつ見積もったものであり、将来の温暖化抑制目標や適応に関する政策検討

の材料提供の形で、今後積極的な政策貢献を行っていく予定である。また、IPCCの報告書への引

用を通じて、温暖化の科学の基礎的な知見の一部としても、政策に貢献することができた。さら

に、本サブテーマの成果に基づく影響評価の知見はマスコミ等を通じて発表されており、これに

よって、正しい危機感の醸成ならびに意思決定における科学的根拠の提供を通じて国民各層の温

暖化対策への動機付けに貢献したと考えられる。 

 
６．引用文献 

1） New, M., Lister, D., Hulme, M. and Makin, I. (2002): A high-resolution data set of surface climate 
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  2) ハイビジョン特集「地球大異変 第一回 異常気象 地球シミュレータの警告」（2006年3

月20日, 熱ストレスによる死亡数変化に関する研究の成果について紹介） 

  3) 日本経済新聞（2006年4月30日, 全国版朝刊, 「水不足時代 世界に到来!?」） 

 4) 建設通信新聞 「首都圏の水は今」（2006年11月10日） 

 5) 日本経済新聞 「かがくCafé： 水資源対応で2050年に明暗」（2006年12月4日） 

 6) 日経サイエンス 「水から地球を考える」（2007年5月号） 

（６）その他 
 なし。 


